
第３期帯広市消費生活基本計画の概要

計画の目的
帯広市消費生活条例第10条の規定に基づき、消費者施策を総合的か

つ計画的に推進するための基本方針と施策を明らかにすることを目的に
策定します。

計画の位置付け
「消費者教育の推進に関する法律」に定める「消費者教育推進計画」に

位置付けるとともに、消費生活に関する分野計画として第七期帯広市総
合計画に即して策定します。

計画期間
2020（令和2）年度から2024（令和6）年度までの5年間とします。

第1章 計画策定の基本的な考え方

消費者を取り巻く環境
少子高齢化の進行や情報化の急速な進展等により、消費生活や消費行

動、消費者被害の内容も変化しています。
消費者行政の実施体制の充実・強化、また、制度の積極的な活用など消
費者の利益の擁護・増進を図ることが必要とされています。

国の動き
民法の一部改正により、令和4年度から施行される成年年齢の１８歳引き

下げを見据え、学習指導要領が改訂され、小・中学校や高等学校等にお
ける消費者教育の内容が充実されるほか、若年者の自立支援に係る取組
みの推進などが実施されています。

帯広市の現状
相談件数は毎年1,500件程度の横ばいで推移しており、情報通信機器に

係る相談を含む「運輸・通信サービス」に係る相談が、世代を問わず上位と
なっています。

第2章 計画策定の背景

基本方針Ⅰ 消費生活の安全・安心・・・P9

消費者の選択肢が広がり、消費生活が
豊かになる一方で、多様な消費者問題が
発生しています。
消費者に損害を及ぼす商品等による消

費者被害の防止、事業活動の適正化等を
推進します。

基本方針Ⅱ 消費者の自立支援 ･･･P12

消費者自身が知識や情報を収集し、適
切に判断し行動していくことが求められて
おり、情報提供や講座の開催により、自ら
学び、考え、行動する自立した消費者とな
るよう、支援を行います。

基本方針Ⅲ 消費者被害の救済 ･･･P14

最も身近な相談窓口である消費生活アド
バイスセンターには、迅速かつ的確な対応
が求められており、相談窓口の周知や啓
発、苦情等の相談や救済などへの適切な
対応を行います。

基本方針Ⅳ 環境保全への配慮 ･･･P16

環境破壊に起因した地球温暖化をはじめ
とする課題に消費生活の面からも取り組む
必要があり、環境に配慮した取り組みをす
すめます。

第3章 計画の基本方針と施策

１．危害等の防止（法に基づく立入検査など）
２．事業活動の適正化の推進（計量法に基づく検査・
指導など）

３．取引の適正化の推進（条例に基づく事業者への調
査・指導・勧告など）

４．商品やサービス等の確保と物価の安定化（生活関
連商品等の小売価格調査など）

５．消費者教育の推進（小・中学校への講座など）
６．消費者啓発・情報提供の推進（広報媒体による情
報提供など）

７．消費者団体への支援（消費者協会との連携・支援）
８．消費者意見の反映（消費生活審議会への消費者
の参画など）

９．相談機能の充実（相談員の専門的知識の向上など
10．あっせんと調停（帯広市消費生活審議会のあっせ

ん・調停）
11．訴訟の支援（消費者訴訟に要する費用の貸付など）

12．環境保全の推進（環境の視点での学習機会の提供
など）

13．地域資源の活用（地産地消の推進など）

推進体制
「帯広市消費生活行政推進庁内連絡会議」における施策の推進

検証と評価
毎年度、各施策の進捗状況を検証・評価し、消費生活審議会に報告

計画の指標
進捗状況等を点検する指標を設定

指標名

消費生活に係る
安全安心ニュース1件
当たりの閲覧数

消費生活相談の
解決率

（件） （％）

基準値 2,119 98.6

目標値（R6） 2,300 99.6

第4章 計画の推進


